
                     

 

雇用創出・消失指標の試算 

 

 

１ 試算の概要 
 「公的統計の整備に関する基本的な計画」（平成21年３月13日閣議決定）において、「事業所の開設

及び廃止による雇用増減への影響を把握するため、諸外国で整備されている雇用創出及び消失指標を

我が国においても整備する」こととされており、平成23年より雇用創出率、雇用消失率の試算を行っ

ている。 

雇用創出率（雇用消失率）は、それぞれ、１年間で創出された（消失した）雇用者数を、前年末の

雇用者数に対する割合で表したものであり、１年間で創出された（消失した）雇用者数は、 

・前年末から本年末にかけて雇用を増やした(減らした)事業所の雇用増(減)分の総数 

・同じ間に新設された（廃止した）事業所の本年末の雇用の総数 

の合計である。雇用の創出（消失）を、既存の事業所における雇用の増（減）、すなわち前年末から

本年末にかけて存続した事業所における雇用増（減）と、事業所の新設（廃止）に伴って創出された

（消失した）雇用とに分けて、雇用動向調査結果と雇用保険の適用事業所の新設、廃止に関する記録

を用いて試算した。 

 

１年間の雇用の増減を図示すると、次のようになる。 
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ただし、 
Ａ：１年間で雇用を増やした事業所の前年末雇用者数     Ａ*：１年間で雇用を増やした事業所の本年末雇用者数 
Ｂ：１年間で雇用に変動がなかった事業所の前年末雇用者数  Ｂ*：１年間で雇用に変動がなかった事業所の本年末雇用者数 
Ｃ：１年間で雇用を減らした事業所の前年末雇用者数     Ｃ*：１年間で雇用を減らした事業所の本年末雇用者数 
Ｑ：１年間で廃止となった事業所の前年末雇用者数      Ｐ ：１年間で新設された事業所の本年末雇用者数 
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２ 主な用語の定義 
「雇用創出率」 

  前年末雇用者数に対する１年間で創出された雇用者数の割合をいう。 
１年間で創出された雇用（Ａ*－Ａ）＋Ｐ 

雇用創出率 ＝ ――――――――――――――――――――――― × 100（％） 
前年末雇用者数 Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｑ 

「雇用消失率」 

  前年末雇用者数に対する１年間で消失した雇用者数の割合をいう。 
１年間で消失した雇用（Ｃ－Ｃ*）＋Ｑ 

雇用消失率 ＝ ――――――――――――――――――――――― × 100（％） 
前年末雇用者数 Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｑ 

「新設雇用創出率」 

  前年末雇用者数に対する１年間で事業所の新設に伴って創出された雇用者数の割合をいう。 
事業所の新設に伴って創出された雇用 Ｐ 

新設雇用創出率 ＝ ――――――――――――――――――――― × 100（％） 
前年末雇用者数 Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｑ 

「廃止雇用消失率」 

  前年末雇用者数に対する１年間で事業所の廃止に伴って消失した雇用者数の割合をいう。 
事業所の廃止に伴って消失した雇用 Ｑ 

廃止雇用消失率 ＝ ――――――――――――――――――――― × 100（％） 
前年末雇用者数 Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｑ 

「雇用純増率」 

    雇用純増率 ＝ 雇用創出率－雇用消失率 

「雇用再分配率」 

    雇用再分配率 ＝ 雇用創出率＋雇用消失率 

 
３ 利用上の注意 
（１）この指標の計算には雇用動向調査の調査票を用いていることから、得られた雇用創出率、雇用消

失率は、雇用動向調査の調査産業で事業所規模５人以上の事業所における常用労働者に係る数値で

ある。 
（２）雇用創出率（雇用消失率）は１年間で創出された（消失した）雇用者数を用いて算定している。

従って、その間に、例えば、ある事業所で退職した人が１名いて、その欠員補充として採用した人

が１名いた場合、これらの数字は相殺され、ここでいう１年間で創出された（消失した）雇用者数

には共に含まれない。 
一方、雇用動向調査の入職者数（離職者数）は、企業間の労働移動をみたものであり、上述のよ

うな欠員補充としての採用は、入職者１名及び離職者１名として計上される。 
（３）（２）の創出された（消失した）雇用者数は、事業所単位で算定している。従って、同一企業内

の事業所間移動によるものは、ここでいう創出された（消失した）雇用者数に含まれている。 
一方、雇用動向調査の入職者数（離職者数）は、同一企業内の事業所間移動によるものは含まれ

ていない。 
（４）雇用創出率及び雇用消失率は表章単位未満の位で四捨五入してある。このため、雇用純増率及び

雇用再分配率の数値は、表章上の雇用創出率及び雇用消失率を用いて算出した数値とは必ずしも一

致しない。 


